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(57)【要約】
【課題】　本発明は、有機発光素子(Ｏｒｇａｎｉｃ ｌ
ｉｇｈｔ ｅｍｉｔｔｉｎｇ ｄｉｏｄｅ)や電気素子な
どの正孔注入層又は正孔輸送層の材料として使用可能な
化合物に関する。
【解決手段】　本発明の化合物は、高分子イオン液体を
用いて導電性高分子を合成し、これを有機発光素子など
の正孔注入層又は正孔輸送層の材料として使用すること
が可能であり、本発明に係る化合物を用いた有機発光素
子は、その性能を維持する寿命が既存の材料よりもはる
かに優れる効果がある。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式(１)で表される化学構造を有する化合物。
【化１】

　式中、Ｒ１及びＲ３は、各々同一であっても異なっても良く、各々水素又は炭素数１～
１２個の炭化水素基を示し、この炭化水素基は、ヘテロ原子を１つ以上選択的に含むこと
ができ、Ｒ２は、水素又は炭素数１～１６個を含む炭化水素基であって、この炭化水素基
は、ヘテロ原子を１つ又はそれ以上を選択的に含むことができ、Ｙ-は、イミダゾリウム
系高分子イオン液体の陰イオンを示し、又、Ｒ４及びＲ５は、各々水素、ハロゲン、又は
、炭素数１～１５個の炭化水素基であって、この炭化水素基は、ヘテロ原子を１つ以上選
択的に含んでなるか、或いは、Ｒ４及びＲ５は、３～８員の芳香族環又は脂肪族環化合物
を形成するアルキレン、アルケニレン、アルケニルオキシ、アルケニルジオキシ、アルキ
ニルオキシ、アルキニルジオキシであって、これらは、ヘテロ原子を１つ以上選択的に含
んでなり、そして、Ｘは、ＮＨ、ＮＲ、Ｓ、Ｏ、Ｓｅ、Ｔｅから選ばれる１つを示す。
【請求項２】
　上記化合物が下記一般式(２)におけるイミダゾリウム系高分子イオン性液体及び下記一
般式(３)における単量体を混合して重合反応させることにより生成されることを特徴とす
る請求項１に記載の化合物。

【化２】

　式中、Ｒ１及びＲ３は、各々同一であっても異なっても良く、各々水素又は炭素数１～
１２個の炭化水素基を示し、この炭化水素基は、ヘテロ原子を１つ以上選択的に含むこと
ができる。Ｒ２は、水素又は炭素数１～１６個を含む炭化水素基であって、この炭化水素
基は、ヘテロ原子を１つ又はそれ以上を選択的に含むことができる。又、Ｙ-は、イミダ
ゾリウム系高分子イオン液体の陰イオンを示す。

【化３】

　式中、Ｒ４及びＲ５は、各々水素、ハロゲン、又は、炭素数１～１５個の炭化水素基で
あって、この炭化水素基は、ヘテロ原子を１つ以上選択的に含んでなるか、或いは、Ｒ４

及びＲ５は、３～８員の芳香族環又は脂肪族環化合物を形成するアルキレン、アルケニレ
ン、アルケニルオキシ、アルケニルジオキシ、アルキニルオキシ、アルキニルジオキシで
あって、これらは、ヘテロ原子を１つ以上選択的に含んでなる。又、Ｘは、ＮＨ、ＮＲ、
Ｓ、Ｏ、Ｓｅ、Ｔｅから選ばれる１つである。
【請求項３】
　上記イミダゾリウム系高分子イオン性液体は、イミダゾリウム基を含む有機陽イオン及
び有機又は無機陰イオンから構成された高分子形態のイオン性化合物であることを特徴と
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する請求項２に記載の化合物。
【請求項４】
　上記単量体は、ヘテロ原子を含み、環型の共役二重結合構造を有する有機物であって、
重合反応により生成された高分子が電気伝導性を示し、正孔注入を容易にすることを特徴
とする請求項２又は３に記載の化合物。
【請求項５】
　上記単量体は、３,４-エチレンジオキシチオフェンモノマー、ピロール、チオフェンの
うちいずれか１つであることを特徴とする請求項４に記載の化合物。
【請求項６】
　上記イミダゾリウム系高分子イオン性液体の陽イオンとしては、ポリ(１-ビニル-３-ア
ルキルイミダゾリウム)、ポリ(１-アリル-３-アルキルイミダゾリウム)、ポリ(１-(メタ)
アクリロイルオキシ-３-アルキルイミダゾリウム)を含むか、或いは、
　陰イオンとしては、ＣＨ３ＣＯＯ-、ＣＦ３ＣＯＯ-、ＣＨ３ＳＯ３-、ＣＦ３ＳＯ３-、
(ＣＦ３ＳＯ２)２Ｎ-、(ＣＦ３ＳＯ２)３Ｃ-、(ＣＦ３ＣＦ２ＳＯ２)２Ｎ-、Ｃ４Ｆ９Ｓ
Ｏ３-、Ｃ３Ｆ７ＣＯＯ-、(ＣＦ３ＳＯ２)(ＣＦ３ＣＯ)Ｎ-を含むことを特徴とする請求
項２～５のうちいずれか１項に記載の化合物。
【請求項７】
　上記イミダゾリウム系高分子イオン性液体の陽イオンとしては、ポリ(１-ビニル-３-ア
ルキルイミダゾリウム)、ポリ(１-アリル-３-アルキルイミダゾリウム)、ポリ(１-(メタ)
アクリロイルオキシ-３-アルキルイミダゾリウム)を含むか、或いは、
　陰イオンとしては、ＣＨ３ＣＯＯ-、ＣＦ３ＣＯＯ-、ＣＨ３ＳＯ３-、ＣＦ３ＳＯ３-、
(ＣＦ３ＳＯ２)２Ｎ-、(ＣＦ３ＳＯ２)３Ｃ-、(ＣＦ３ＣＦ２ＳＯ２)２Ｎ-、Ｃ４Ｆ９Ｓ
Ｏ３-、Ｃ３Ｆ７ＣＯＯ-、(ＣＦ３ＳＯ２)(ＣＦ３ＣＯ)Ｎ-を含むことを特徴とする請求
項３に記載の化合物。
【請求項８】
　請求項１～７のうちいずれか１項に記載の化合物が有機溶媒に分散することを特徴とす
る化合物。
【請求項９】
　上記有機溶媒が非プロトン性極性溶媒であることを特徴とする請求項８に記載の化合物
。
【請求項１０】
　請求項８に記載の化合物を用いて製造された有機発光素子用正孔注入層材料。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の正孔注入層材料として形成された正孔注入層を含んだ有機発光素子
。
【請求項１２】
　上記有機発光素子が、
　正極と、
　上記正極の上に上記正孔注入層材料として形成された上記正孔注入層と、
　上記正孔注入層の上に形成された正孔輸送層と、
　上記正孔輸送層の上に形成された発光層と、
　上記発光層の上に形成された電子注入層と、
　上記正孔注入層の上に形成された負極層と、
　を含むことを特徴とする請求項１１に記載の有機発光素子。
【請求項１３】
　請求項１～７のうちいずれか１項に記載の化合物を製造するための方法において、上記
製造方法は、
　一般式(２)における有機溶剤性イミダゾリウム系高分子イオン液体、一般式(３)におけ
るモノマー、及び酸化剤を有機溶媒に溶解させた後重合することにより、有機溶媒に分散
されている導電性高分子溶液を得るか、或いは水溶性イミダゾリウム系高分子イオン液体
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、一般式(３)におけるモノマー、及び酸化剤を水系で混合して重合することにより、水系
導電性高分子溶液を先に製造した後、ここに含まれたイミダゾリウム系高分子イオン液体
の陰イオンを有機溶剤可溶性陰イオン、Ｙ-に置換反応を誘導することから、上記化合物
が有機溶媒に分散されるようにすることを特徴とする方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機発光素子(Ｏｒｇａｎｉｃ ｌｉｇｈｔ ｅｍｉｔｔｉｎｇ ｄｉｏｄｅ)
や電気素子の電極と関連して、正孔注入層(Ｈｏｌｅ ｉｎｊｅｃｔｉｏｎ ｌａｙｅｒ)や
正孔輸送層(Ｈｏｌｅ ｔｒａｎｓｐｏｒｔｉｎｇ ｌａｙｅｒ)の材料として使用可能な化
合物に関する。特に、本発明の化合物は、高分子イオン液体を用いて導電性高分子を合成
して製造され、これを有機発光素子の正孔層の材料として使用することが可能であり、本
発明に係る化合物を用いた有機発光素子の正孔注入層は、その性能を維持する寿命が既存
の材料よりもはるかに優れる。
【背景技術】
【０００２】
　近年、ディスプレイ用装置において、電子銃を用いた映像装置であるＣＲＴが、液晶配
向を用いた映像装置に代替された後、液晶ディスプレイ装置は多くの発展を遂げてきた。
この液晶ディスプレイ装置は、外部から電圧を加えて液晶を配向させ光を通過させる技術
であって、今は殆どの映像装置に用いられている。
【０００３】
　しかしながら、液晶配向を用いるためには、液晶が配向されるように電圧を加えて電場
を形成しなければならなく、液晶の配向が瞬間的にうまく行われない場合は、残像が残っ
たり、或いは、映像信号が液晶を通過しなければならないので、液晶が入っているガラス
板の上下に光を通過させる装置及び光を発生させる装置などの様々な機構が必要である。
例えば、光を発生させる導光板、光を全面に均一に拡散させる拡散フィルム、さらに光を
前方に送るプリズムフィルム、偏光フィルム、そしてさらに反対面にもこのようなフィル
ムがなければ映像を見ることができない。そのため、パネルの厚さを一定の厚さ以下に薄
くし難く、光源から最終的に使用者が目で見るまで光の損失が非常に多いなど様々な欠点
があった。
【０００４】
　このような欠点を克服できる映像装置が有機発光素子であり、これは別の光源が必要な
く、いくつかの材料を数十ナノメートルの厚さで積層した後、ここに電圧を加えると層間
で光が発生して別の光源が必要ないため、液晶配向技術を利用した映像装置に数枚の機能
性フィルムを用いなくてもよいという利点がある。
【０００５】
　有機発光素子の層構造は図１に示す。先ず、電圧が加えられる層である透明電極層とし
ては、インジウム元素がドープされた酸化錫(ＩＴＯ)を用いる。ＩＴＯ層の表面に正孔注
入層を数十ナノメートル厚で形成した後、その上にＮ,Ｎ'-ジフェニル-Ｎ,Ｎ'-ビス(１-
ナフチル)-(１,１'-ビフェニル)-４,４'-ジアミン(ＮＰＢ)などの正孔輸送層、アルミニ
ウムトリス(８-ヒドロキシキノリン)(Ａｌｑ３)などの発光層、ＬｉＦなどの電子注入層
、そしてその上に電圧を加えるためのアルミニウムなどの金属電極層を形成した素子であ
る。この装置において、透明電極層には正極性の電圧を、そして金属電極層には負極性の
電圧を加えると、発光層で特定波長領域の光が発生され、この光は、透明電極層を通じて
外部に出てくることになる。これにより、ＬＣＤのように別の光源が必要なく、且つこの
光を伝達するための中間フィルムが必要ない。
【０００６】
　しかしながら、有機発光素子技術を用いた映像装置の開発に関する多くの研究及び開発
が行われるにもかかわらず、まだ円滑に利用されていない理由は有機発光素子の寿命が短
いためである。初期にはドイツのＨ. Ｃ. Ｓｔａｒｃｋ社の導電性高分子の一種のポリ(
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３,４-エチレンジオキシチオフェン):ポリスチレンスルホン酸(以下、ＰＥＤＯＴ：ＰＳ
Ｓとする。ドイツのＨ. Ｃ. Ｓｔａｒｃｋ社製のｇａｒｄｅ:ＡＩ４０８３)を正孔注入層
の材料として用いてインジウム酸化錫(ＩＴＯ)に薄膜を形成することにより、有機発光素
子の効率が向上するという結果を報告したが、素子寿命を画期的に向上させるには無理が
あった。これはＰＥＤＯＴ：ＰＳＳを正孔注入層材料として用いる場合、この材料の酸度
(ａｃｉｄｉｔｙ)が高すぎ、透明電極のインジウム酸化錫(ＩＴＯ)層上に塗布されて用い
られる場合に、透明電極層のインジウムを抽出することにより、時間の経過につれ有機発
光素子の寿命を短縮させてしまうと知られている。
【０００７】
　近年、このような欠点を克服するために、低分子量材料である銅フタロシアニン(Ｃｏ
ｐｐｅｒ ｐｈｔｈａｌｏｃｙａｎｉｎｅ、ＣｕＰｃ)を蒸着法により正孔注入層として使
用する技術が用いられている。この方法は、ＰＥＤＯＴ：ＰＳＳのように透明電極からイ
ンジウムを抽出しないので、ＰＥＤＯＴ：ＰＳＳより寿命が格段に長く維持される。しか
し、この方法は、正孔注入層の材料を蒸着法により形成する技術であるので、サイズの小
さい映像装置は構わないが、サイズの大きい大型映像装置の場合には実現が非常に難しい
技術と知られている。
【０００８】
　したがって、インクジェットプリンティング又はスピンコーティングのように大面積デ
ィスプレイの実現が可能な、溶液に基づいた高分子型正孔注入層又は正孔輸送層の材料で
あり、且つ既存のＰＥＤＯＴ：ＰＳＳより有機発光素子の寿命を延ばすことができる新材
料の発明が必要である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の目的は、有機発光素子の寿命を向上させることができる新しい正孔注入又は正
孔輸送層用有機材料のような正孔層に関連した材料として使用が可能な新しい化合物を提
供することにある。
【００１０】
　なお、本発明の目的は、上記化合物を用いた新しい有機発光素子を提供することにある
。
【００１１】
　本発明が解決しようとする課題は、以上で言及した課題に制限されず、言及されていな
い又他の課題は下記の記載から当業者が明確に理解するであろう。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記のような本発明の目的を達成するために、本発明では、既存のポリスチレンスルホ
ン酸を使用することで発生する高い酸度と水分酸性特性を防止するために、有機溶媒に分
散して酸度を中性化させることができる下記一般式(１)の新しい化合物を提供する。
【００１３】
【化１】

【００１４】
　式中、Ｒ１及びＲ３は、各々同一であっても異なっても良く、各々水素又は炭素数１～
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１２個の炭化水素基を示し、この炭化水素基は、ヘテロ原子を１つ以上選択的に含むこと
ができる。Ｒ２は、水素又は炭素数１～１６個を含む炭化水素基であって、この炭化水素
基は、ヘテロ原子を１つ又はそれ以上を選択的に含むことができる。又、Ｙ-は、イミダ
ゾリウム系高分子イオン液体の陰イオンを示す。
【００１５】
　又、Ｒ４及びＲ５は、各々水素、ハロゲン、又は、炭素数１～１５個の炭化水素基であ
って、この炭化水素基は、ヘテロ原子を１つ以上選択的に含んでなるか、或いはＲ４及び
Ｒ５は、３～８員の芳香族環又は脂肪族環化合物を形成するアルキレン、アルケニレン、
アルケニルオキシ、アルケニルジオキシ、アルキニルオキシ、アルキニルジオキシであっ
て、これらは、ヘテロ原子を１つ以上選択的に含んでなる。又、Ｘは、ＮＨ、ＮＲ、Ｓ、
Ｏ、Ｓｅ、Ｔｅから選ばれる１つである。
【００１６】
　上記一般式(１)の化合物は、有機発光素子などの正孔注入層や正孔輸送層の材料として
使用することが可能である。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明により製造された化合物は、イミダゾリウム系高分子イオン液体化合物を用いる
ことにより、有機溶媒に導電性高分子が分散し、酸度が非常に低いという利点がある。
【００１８】
　既存の導電性高分子は、水に分散されており、且つ酸度が非常に高いので、有機発光素
子の正孔注入層として使用する場合、素子の寿命が急激に短縮される問題があった。その
反面、本発明の化合物を正孔注入層として使用する場合には、有機発光素子の寿命をより
一層増加させることができる。
【００１９】
　本発明に係る化合物を正孔層材料として使用すると、インクジェットプリンティング又
はスピンコーティング法を用いて大きい面積の層を容易に形成できるという利点がある。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明に係る化合物(一般式(１))の製造方法について説明する。
【００２１】
　先ず、導電性高分子合成用モノマー、酸化剤、そして有機溶媒に溶解されるイミダゾリ
ウム系高分子イオン液体を混合して導電性高分子を合成する。上記の合成された導電性高
分子は、水又は水系溶媒で洗浄した後乾燥して粒子状の最終導電性高分子を得るか、或い
は有機溶媒で洗浄して導電性高分子が有機溶媒に分散されている形態の最終導電性高分子
溶液を得ることができる。
【００２２】
　本発明において、イミダゾリウム系高分子イオン液体は、下記一般式(２)に示すように
イミダゾリウム基を含む有機陽イオンと有機又は無機陰イオンから構成された高分子形態
の化合物である。
【００２３】
【化２】

【００２４】
　式中、Ｒ１及びＲ３は、各々同一であっても異なっても良く、各々水素又は炭素数１～
１２個の炭化水素基を示し、この炭化水素基は、ヘテロ原子を１つ以上選択的に含むこと
ができる。Ｒ２は、水素又は炭素数１～１６個を含む炭化水素基であって、この炭化水素
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基は、ヘテロ原子を１つ又はそれ以上を選択的に含むことができる。又、Ｙ-は、イミダ
ゾリウム系高分子イオン液体の陰イオンを示す。
【００２５】
　上記イミダゾリウム系高分子イオン液体は、陽イオン及び陰イオンの組み合わせにより
様々な物理的及び化学的特性を有する物質を使用することが可能であるが、望ましくは、
有機溶媒に対する溶解性が高く、導電性高分子を有機溶媒に安定的に分散させることがで
きるものを使用することが有利である。
【００２６】
　上記一般式(２)で表されるイミダゾリウム基を含む化合物における陽イオン成分の具体
的な例としては、ポリ(１-ビニル-３-アルキルイミダゾリウム)、ポリ(１-アリル-３-ア
ルキルイミダゾリウム)、ポリ(１-(メタ)アクリロイルオキシ-３-アルキルイミダゾリウ
ム)などがある。上記一般式(２)のＹで表される陰イオンとしては、特に限定されないが
、有機溶媒に対する溶解性の面でＣＨ３ＣＯＯ-、ＣＦ３ＣＯＯ-、ＣＨ３ＳＯ３-、ＣＦ

３ＳＯ３-、(ＣＦ３ＳＯ２)２Ｎ-、(ＣＦ３ＳＯ２)３Ｃ-、(ＣＦ３ＣＦ２ＳＯ２)２Ｎ-、
Ｃ４Ｆ９ＳＯ３-、Ｃ３Ｆ７ＣＯＯ-、(ＣＦ３ＳＯ２)(ＣＦ３ＣＯ)Ｎ-などを使用するこ
とが望ましい。
【００２７】
　上記イミダゾリウム系高分子イオン液体は、先に単分子型化合物を製造した後、これを
通常のラジカル重合反応をさせることにより、高分子形態の化合物を作製して使用しても
良く、或いは、高分子で作製された化合物を使用しても良い。
【００２８】
　本発明に使用できる導電性高分子合成用モノマーは、下記一般式(３)で表される。
【００２９】
【化３】

【００３０】
　式中、Ｒ４及びＲ５は、各々水素、ハロゲン、又は、炭素数１～１５個の炭化水素基で
あって、この炭化水素基は、ヘテロ原子を１つ以上選択的に含んでなるか、或いは、Ｒ４

及びＲ５は、３～８員の芳香族環又は脂肪族環化合物を形成するアルキレン、アルケニレ
ン、アルケニルオキシ、アルケニルジオキシ、アルキニルオキシ、アルキニルジオキシで
あって、これらは、ヘテロ原子を１つ以上選択的に含んでなる。又、Ｘは、ＮＨ、ＮＲ、
Ｓ、Ｏ、Ｓｅ、Ｔｅから選ばれる１つである。
【００３１】
　上記のように、一般式(３)におけるモノマーは、ヘテロ原子を含む環型構造の共役二重
結合を有する有機物であって、重合反応により生成された高分子が電気伝導性を示し、正
孔注入を容易にする。
【００３２】
　上記イミダゾリウム系高分子イオン液体化合物を用いた導電性高分子の合成には２つの
方法を用いることができる。
【００３３】
　第１の方法は、一般式(２)における有機溶剤性イミダゾリウム系高分子イオン液体、一
般式(３)におけるモノマー、酸化剤を有機溶媒に溶解させた後重合することにより、有機
溶媒に分散されている導電性高分子溶液を得ることができる。
【００３４】
　第２の方法は、水溶性イミダゾリウム系高分子イオン液体、一般式(３)におけるモノマ
ー及び酸化剤を水系で混合して重合することにより、水系導電性高分子溶液を先に製造し
た後、ここに含まれたイミダゾリウム系高分子イオン液体の陰イオンを有機溶剤可溶性陰
イオン、Ｙ-に置換反応を誘導することから、上記導電性高分子が有機溶媒に分散される
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ようにすることである。
【００３５】
　上記のいずれの方法を用いても、適切な洗浄過程を経ると、純度が高く、有機溶媒に均
一に分散されており、且つ酸度が高くない有機溶媒分散性導電性高分子溶液を得ることが
できる。
【００３６】
　導電性高分子モノマーを重合するための酸化剤は、導電性高分子の重合反応を誘導でき
るものであれば特に限定されず、例えば、過酸化水素(Ｈｙｄｒｏｇｅｎ ｐｅｒｏｘｉｄ
ｅ)、有機又は無機過酸化物、過硫酸(Ｐｅｒｓｕｌｆａｔｅｓ)、過酸(Ｐｅｒａｃｉｄｓ
)、ペルオキシ酸(Ｐｅｒｏｘｙａｃｉｄｅｓ)、臭素酸(Ｂｒｏｍａｔｅｓ)、塩素酸(Ｃｈ
ｌｏｒａｔｅｓ)、過塩素酸(Ｐｅｒｃｈｌｏｒａｔｅｓ)、及び鉄(ＩＩＩ)、クロミウム(
ＩＶ)、クロミウム(ＶＩ)、マンガン(ＶＩＩ)、マンガン(Ｖ)、マンガン(ＩＶ)、バナジ
ウム(Ｖ)、ルテニウム(ＩＶ)、銅(ＩＩ)の有機又は無機塩などを用いることができる。
【００３７】
　上述の説明により合成された導電性高分子、すなわち、本発明に係る化合物は、溶媒に
分散されて有機発光素子の正孔注入層や正孔輸送層の材料として使用することが可能であ
る。
【００３８】
　上記導電性高分子を正孔注入層又は正孔輸送層の材料として使用すると有機発光素子の
寿命を延ばすことができる。本発明の導電性高分子は、下記の有機溶媒に望ましく分散し
て使用が可能である。代表的な有機溶媒としては、メタノール、エタノール、プロパノー
ル、イソプロパノール、ブタノール、イソブタノールなどのアルコール溶媒、ジエチルエ
ーテル、ジプロピルエーテル、ジブチルエーテル、ブチルエチルエーテル、テトラヒドロ
フランなどのエーテル溶媒、エチレングリコール、プロピレングリコール、エチレングリ
コールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコー
ルモノブチルエーテルなどのアルコールエーテル溶媒、アセトン、メチルエチルケトン、
メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノンなどのケトン溶媒、Ｎ-メチル-２-ピロリジ
ノン、２-ピロリジノン、Ｎ-メチルホルムアミド、Ｎ,Ｎ-ジメチルホルムアミドなどのア
ミド溶媒、ジメチルスルホキシド、ジエチルスルホキシドなどのスルホキシド溶媒、ジエ
チルスルホン、テトラメチレンスルホンなどのスルホン溶媒、アセトニトリル、ベンゾニ
トリルなどのニトリル溶媒、アルキルアミン、環状アミン、芳香族アミンなどのアミン溶
媒、メチルブチレート、エチルブチレート、プロピルプロピオネートなどのエステル溶媒
、エチルアセテート、ブチルアセテートなどのカルボン酸エステル溶媒、ベンゼン、エチ
ルベンゼン、クロロベンゼン、トルエン、キシレンなどの芳香族炭化水素溶媒、ヘキサン
、ヘプタン、シクロヘキサンなどの脂肪族炭化水素溶媒、クロロホルム、テトラクロロエ
チレン、カーボンテトラクロライド、ジクロロメタン、ジクロロエタンのようなハロゲン
化された炭化水素溶媒、プロピレンカーボネート、エチレンカーボネート、ジメチルカー
ボネート、ジブチルカーボネート、エチルメチルカーボネート、ジブチルカーボネート、
ニトロメタン、ニトロベンゼンなどの有機溶媒のうち１つ、若しくはそれ以上が混合され
た混合溶媒を用いることができる。
【００３９】
　この中でも、特に、Ｎ-メチル-２-ピロリジノン、アセトニトリル、テトラヒドロフラ
ン、ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホキシド、プロピレンカーボネートのような非
プロトン性極性溶媒(Ｐｏｌａｒ ａｐｒｏｔｉｃ ｓｏｌｖｅｎｔｓ)が望ましく用いられ
る。
【００４０】
　以下、図１を参考して、本発明の化合物は、有機溶媒に分散可能な導電性高分子であり
、該化合物で正孔注入層を形成した有機発光素子について説明する。図１における有機発
光素子は、本発明の化合物で正孔注入層を形成した例であり、本発明の化合物で正孔注入
層を形成して様々な構造の有機発光素子を作製することができることは勿論である。図１
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に係る本発明の有機発光素子１は、正極として透明電極のＩＴＯフィルム１６の表面に本
発明の上記化合物(一般式(１))のＰＥＤＯＴを一定の厚さで形成して正孔注入層１５を作
製し、上記正孔注入層１５の上に正孔輸送層１４を形成し、さらにその上に発光層１３及
び電子注入層１２を形成した後、最終的に負極電極１１を形成して作られる。
【００４１】
　以下、本発明に係る有機溶媒に分散されている導電性高分子を用いて有機発光素子を作
製する方法をより具体的に説明する。
【００４２】
　先ず、透明電極のＩＴＯフィルムの表面に有機溶媒に分散されている導電性高分子溶液
をスピンコーティング法により厚さ５～１００ナノメートルで正孔注入層を形成する。
【００４３】
　その上に、図１に示すように順次必要な層を形成して有機発光素子を製造すれば良い。
【００４４】
　本発明に係る有機発光素子の一例として、有機薄膜層の材料としては正孔輸送層はＮ,
Ｎ'-ジフェニル-Ｎ,Ｎ'-ビス(１-ナフチル)-(１,１'-ビフェニル)-４,４'-ジアミン(ＮＰ
Ｂ)、発光層の材料はアルミニウムトリス(８-ヒドロキシキノリン)(Ａｌｑ３)、電子注入
層はＬｉＱ、負極材料はＡｌを使用して、それぞれの層を真空蒸着又はスパッタリング法
を用いて有機発光素子を製造する。
【００４５】
　上記のような有機発光素子の発光効率と寿命を測定して本発明の正孔注入層材料が有機
発光素子の寿命を延ばすのに効果的であるということを下記の実施例により確認した。
【００４６】
　本発明に係る有機溶媒分散性導電性高分子を正孔注入層として用いて有機発光素子を製
造する方法を実施例及び比較例により具体的に説明する。しかしながら、実施例は本発明
をより詳細に説明するためのものであり、本発明の権利範囲を限定するものではない。
【００４７】
　なお、本発明の実施例と比較例は、主に、３,４-エチレンジオキシチオフェンモノマー
で作った正孔注入層材料を用いた。ところが、本発明の技術は、このような単量体に限定
される技術ではなく、一般式(３)に示された単量体、例えば、ピロール、チオフェン、又
は、その他導電性高分子単量体に全て適用することが可能である。
【００４８】
<比較例>
　比較例１は、既存の正孔注入層の材料として市販されているＰＥＤＯＴ：ＰＳＳ(グレ
ード名:Ｃｌｅｖｉｏｓ Ｐ ＡＩ４０８３、ドイツのＨ. Ｃ. Ｓｔａｒｃｋ社製)を使用し
て有機発光素子を作製した。この時、有機発光素子は、ＩＴＯ(１５０ｎｍ)//ＡＩ４０８
３(５０ｎｍ)//ＮＰＢ(６０ｎｍ)//Ａｌｑ(５０ｎｍ)//ＬｉＱ(１ｎｍ)//Ａｌ(１００ｎ
ｍ)となるようにした。
【００４９】
　比較例１の有機発光素子の特性を表１に示す。
【実施例１】
【００５０】
　実施例１は、正孔注入層の材料として本発明のイミダゾリウム系高分子イオン液体化合
物を使用して有機溶媒のプロピレンカーボネートに３重量％(ｗｔ％)の含有量で分散され
ている導電性高分子溶液を使用したことを除いては比較例と同一である。
【００５１】
　実施例１に使用された有機溶媒分散性導電性高分子は、次の方法により製造された。重
量平均分子量が１７０,０００ｇ/モルであるポリ(１-ビニル-３-エチルイミダゾリイムブ
ロマイド)１.５ｇ、導電性高分子合成用モノマーである３,４-エチレンジオキシチオフェ
ン１ｇを水１５０ｍｌに入れて重合開始剤である過硫酸アンモニウムをモノマーに対して
１.２モル比で一滴ずつ添加しながら常温で重合反応を経て水系導電性高分子を製造した
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。ここにアルカリ金属塩であるリチウムビス(トリフルオロメタンスルホンイミド)をポリ
(１-ビニル-２,３-エチルイミダゾリウム)ブロマイドに対して１.２モル比で投入してブ
ロマイドとビス(トリフルオロメタンスルホンイミド)間に陰イオン交換反応を誘導する。
この反応により析出された物質を洗浄した後乾燥して収得し、これを再度有機溶媒である
プロピレンカーボネートに固形分の含有量が３％となるようにさらに分散させ、有機溶媒
に分散されている導電性高分子溶液を製造した。
【００５２】
　実施例１の方法で製造された有機発光素子の特性が表１に比較されている。
【００５３】
【表１】

【００５４】
　表１に示すように発光効率及び寿命試験の結果から、本発明の正孔注入層材料の場合、
従来の材料に比べて、５Ｖ電圧を印加した時に発光効率は同等であるが、寿命が１０倍以
上に格段に長くなることが分かる。
【産業上の利用可能性】
【００５５】
　本発明の化合物は、有機発光素子及び液晶ディスプレイ装置分野など様々な分野におい
て使用が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
【図１】本発明の化合物を用いた有機発光素子の構造を示す断面図である。



(11) JP 2012-520373 A 2012.9.6

【図１】



(12) JP 2012-520373 A 2012.9.6

10

20

30

40

【国際調査報告】



(13) JP 2012-520373 A 2012.9.6

10

20

30

40



(14) JP 2012-520373 A 2012.9.6

10

20

30

40



(15) JP 2012-520373 A 2012.9.6

10

20

30

40



(16) JP 2012-520373 A 2012.9.6

10

20

30

40



(17) JP 2012-520373 A 2012.9.6

10

20

30

40



(18) JP 2012-520373 A 2012.9.6

10

20

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LS,MW,MZ,NA,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,MD,RU,TJ,TM),
EP(AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,RO,SE,SI,S
K,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,BA,BB,BG,BH,BR,
BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,HN,HR,HU,ID,IL,IN,I
S,JP,KE,KG,KM,KN,KP,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LT,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG,NI,NO,NZ,OM,PE,PG
,PH,PL,PT,RO,RS,RU,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,UA,UG,US,UZ,VC,VN,ZA,ZM,ZW

(72)発明者  キム・ジョンエウン
            大韓民国　１５８－７５８　ソウル　ヤンチュン－ク　モク３－ドン　ロッテキャッスルウィナー
            　アパートメント　１０８－１０４
(72)発明者  キム・タエヨウン
            大韓民国　１３８－９０５　ソウル　ソンパ－ク　ゲオエオ２－ドン　ダンジ　５　ゲオエオ　ア
            パートメント　５０１－２０１
(72)発明者  リー・タエヒー
            大韓民国　４６３－７９２　キョンギ－ド　ソンナム－シ　ブンダン－グ　ヤタプ－ドン　ヤンミ
            マエル　ヒュンダイ　アパートメント　８２７－１０３
(72)発明者  スー・ミンウォン
            大韓民国　４６３－８１０　キョンギ－ド　ソンナム－シ　ブンダン－グ　クミ－ドン　１１８　
            シナン－シネハウス　４０２－２０３
Ｆターム(参考) 3K107 AA01  BB01  BB03  CC21  CC42  CC45  DD71  DD72  DD73  DD79 
　　　　 　　        DD87  GG06 
　　　　 　　  4J002 BJ00W CE00X GQ00  HA01 
　　　　 　　  4J032 BA03  BA04  BA13  BB01  BB04  BC02  CG01 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	search-report
	overflow

